






ソ連邦崩壊後の新生ロシアでは,市 場経済への移行を目指 し,そ のもとで活動する企業にと
っての新 しい会計制度を創 出するための会計改:革が行われている一方で 岡,そ の会計のため
の大前提である貨幣価値の安定 を崩すハイパーインフレーションに見舞われている。 この激 し
いインフレは,1992年1月2日 からo,価格 自由化政策によって加速度的なテンポで進行 してい
る ω。そこで,会 計上 この貨幣価値の著 しい変動を解決するため に,す で に前編で詳細に考
察 したような固定資産の再評価が92年7月1日 の時点で実施 された 〔31〕。 しか し,,この最初の
再評価後においても,イ ンフレは抑制されず引き続 き継続 した。 このため,ふ たたび94年1
月1日 の時点で,ま たみたび95年1月1日 の時点で,固 定資産の再評価がそれぞれ行 われる
ことになった。よって,前 編の続編 としてこの小論では,後 者の2つ の再評価の内容を最初の
第1回 のそれと対比 しなが ら明らかに していくことにしたい。
(2)
第1回 の固定資産再評価 は,前 編で明らか にしたように,再 評価 の実施を承認 した 「ロシア
連邦における固定フォン ド(資 産)の 再評価について ω 願・〔'2〕」 と,そ の再評価の方法 を定め
た 「ロシア連邦における固定 フォン ド(資 産)の 再評価の実施方法 〔2}頭・(13〕」 との92年8月
14日 付の2つ のcシ ア連邦政府決定 によって,92年7月1日 の時点で行 われた。それから1
年半後にみたたび行われた第2回 の固定資産再評価 も,93年11月25日 付の2つ のロシア連邦
(1)ロ シ アの イ ン フ レに つ い て は,つ ぎの よ うに い わ れ てい る。 「92年 に は 年 間 イ ン フ レ率2,600%と い うハ
イパ ー イン フ レ を経 験 した。1年 間 に物 価 が ざっ と26倍 も上 が った こ とに な る。93年 は1,00(%と 落 ち たが,
そ れ で も,平 時 に して は大 変 な イ ン フ レ率 で あ る 。94年 は1月 の 月 間 イ ンフ レ率21%を ピ ーク に徐 々 に下
降 を た ど った 。6月4.8%,7月5。1%,8月4.0%と 過 去3年 で最 低 を記 録 した 。 しか し,9月 に は主 に鉄
道 運 賃 の引 き上 げ が 響 い て7.7%と 再 び 上 昇,10月 に は 「ブ ラ ック ・チ ュー ズ デ ー 」(ル ー ブ ル大 暴 落)に
伴 う輸 入品 の 価格 上 昇 な どで15.7%と,再 び2ケ タ台 に戻 っ た。94年 末 に は30%ア ップ を予 測 す る専 門家
もい る 〔3S〕4:頁」。
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閣僚会議 ・政府決定 によって実施されることになった。決定の1つ は,「企業 と組織の固定 フ
ォン ド(資 産)の 再評価 について 〔4〕52頁・{14」であ り,も う1つ は,「企業 と組織の固定 フォン
ド(資 産)の 再評価方法に関する規程 〔5〕52頁・〔IS)」である。そこでまず,こ の第2回 の再評価に
ついての2つ の決定を紹介 しよう。
前者の決定は,1)所 有の形態と活動の種類に関係な く,企 業と組織(企 業合同や施設 も含
む)に 対 して,94年1月1日 の時点で固定資産を再評価することを許可 し,そ してその結果 を
94年2月15日 までに国家統計機関へ報告すること,2)た だ し,国 有企業や地方 自治体企業
の改組でつ くられた株式会社の資本の金額,オ ークションやコンクールで販売される民営化 の
客体(と くに上記の株式会社の株)の 当初価格は,こ の再評価を考慮せずに決定すること,3)
ロシア連邦国家統計委員会は,再 評価の結果 を総括 して,そ のデータを94年4月20日 までに
ロシア連邦の経済省 と財務省へ提出することなどを公示 し,こ の決定によって,第2回 の固定
資産再評価が実施 されることになった。
後者の決定は,再 評価の目的を固定資産の更新用財源の経済的に基礎 のある条件 をつ くるこ
とにあるとした上で,つ ぎのような再評価の実施方法を提示 した。
まず,再 評価の対象 となる固定資産は,建 物(住 宅を除 く),構 築物,伝 達装置,機 械,設
備,運 送手段,そ の他の種類の固定資産である。 しかも,資 産の技術状態(磨 滅状況)に 関係
なく,ま た,稼 働 ・運営中の もの,保 管 ・予備のもの,未 完成のもの,賃 貸借中の ものなどの
これらの固定資産 も再評価 される。賃貸借 中の固定資産については賃貸者が再評価する。さら
に,物 理的にも社会的にも陳腐化 しているが,ま だ消去を書類で正式に確認 していない固定資
産 も再評価する。
表1第2回 固定資産再評価の再評価倍数
固 定 フ ォ ン ドの グル ー プ 機械,設 備,運 建物(住 宅を除 使役用と畜産用 その他の固定 フ
送手段 く),構 築 物,の家畜 オン ド
伝達装置および
固 定 フ・オン ドの 取 得 時 未完成建築物
1992年7月1日 以 前 〔26〕 〔32〕 〔44〕 〔29〕
1992年 の 後 半期19233321
1993年 の 前 半 期7978
1993年 の 第3四 半期2.52 .82.52.7
1993年 の 第4四 半 期1.41.41 。41.4
〔 〕内の係数は,1992年8月14日 付のロシア連邦政府決定で定められた係数で再評価された固定フォン ドの
バランス価額に対して適用される。
(出所)〔5〕53頁,〔15〕
つ ぎに,再 評 価 の 基礎 と なる デ ー タは,1)94年1月1日 の棚 卸 の結 果 よ り得 た 固定 資
産 のバ ラ ンス価額 と,2)こ のバ ラ ンス 価額 を時価 価額 へ修 正 す る換算 係 数(KO3¢ ΦH照eHT
nepeCHeTa)つ ま り再評価 倍数 であ る。 再評価倍 数 は国 に よって設 定 され るが,表1は そ の
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設定 された再評価倍数である。
そして,バ ランス価額 を再評価倍数で乗 じることによって,固 定資産の時価価額が決定され
ることになる。
93年11月25日 付の決定のこうした内容は,92年8月14日 付の決定 とほぼ同じであるが,若
干の特徴 もみることができるので,以 下,こ の点を解説を交えなが ら指摘 しておこう。
(3)
新生ロシアでは現在,既 存の国有企業の民営化によって,国 有企業の外にさまざまな所有形
態の異なる経済主体が存在するようになったが,第2回 の再評価は,こ れ らの所有形態に関係
な く,す べての企業 と組織 において実施されることになった。この点は,再 評価 の目的 ととも
に,第1回 の再評価の場合 と同 じである。
また,ロ シアではいまでも,固 定資産(ocHoBHoecp瓠cTBo)をソビエ ト会計で使われて
いた用語である固定フォンド(OCHOBHO且 φ0既)と 呼ぶことがあるが,住 宅を除 く固定資産
のすべてが第2回 の再評価 の対象 となった。この点 も第1回 の再評価の場合 と同 じである。
,ところで,再 評価は固定資産のバランス価額 を再評価倍数で乗 じてその時価価額を決定する
ことにあるが,そ の際,バ ランス価額,時 価価額についてはつぎのように解 されている。す
なわち,現 在のロシアでは,固 定資産には,取 得価額(nepBoHaqaπbHa月cToHMocTb),残
高価額(ocTaToqHaHcToHMocTb),時価価額(BoccTaHoBHTe刀bHaHcTo}iMocTb),バラン
ス価額(6翻aHcoBaHcToHMocTb)という会計上の4つ の価額が,ソ ビエ ト会計の時代と同
様 にあるとされている(2)。 この場合,固 定資産の取得価額 とは固定資産を実際 に取得するに
要 したコス ト,つ まり取得原価のことであ り,残 高価額 とは取得価額か ら算定された減価償却
控除額 を差 し引いた価額であり,い わゆる帳簿価額である。なお,ロ シアでは減価償却額を磨
滅額 ということもあるので,残 高価額は磨滅を考慮 した固定資庫の価額 とも呼ばれる。時価価
額 とはすでに取得 した現存の固定資産を 「同じ新 しいものと取 り替えるための資産額 〔列 で
あ り,そ れは再評価の時点で取得価額 を規定の方法で修正するときに算定 される ものである。
そして,取 得時には,固 定資産はその取得価額で記帳 され,そ れがバランス価額 となるが,再
評価後には,取 得価額を修正 して得 られた時価価額がバランス価額 とな り,そ れが貸借対照表
に表示されることになるのである。
さて,再 評価倍数は,表1の ように,再 評価 される固定資産をその4つ のグループに大別 し,
その大別されたグループに対 して固定資産の取得特別に設定されている。いま,第1回 の再評
価の ときの再評価倍数(表2参 照)と 比較すると,第2回 の再評価 の再評価倍数は,再 評価の
対象 となる固定資産 をかなり大 まかに分類 して,設 定 されていることが分かる。この点は第1
(2)ソ ビエ ト会計における固定資産価額と固定資産再評価については,〔35〕 を参照されたい。
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表2第1回 固定資産再評価の再評価倍数
1990年10月22日 付ソ連邦閣僚会議で採択された 「ソ連邦国民固 定 フ ォ ン ドのバランス価額を時価価額に換
経済の固定フォンドの統一更新用減価償却控除率」の分類によ 算する係数
る固定フォンドのグループと整理番号
1991年1月1 1991年 に取 得1992年 に取 得
固 定 フ ォ ン ドの グル ー プ 整理番号 日以前に取得 したもの したもの
したもの




鉄道車体 50000～50016 46 20 1
すべての種類のトラクター 40600.40612
化学工業のための設備 43200.43282
3.石 油 ・ガス採取のための機械と設備 43400～43415
ター ビ ン設 備 40100～40203
金属切削設備(自 動ラインを除 く) 41000.41003
軽工業のための技術的設備 44900～44929 18 8 1
(繊維産業の設備を除 く) (44920と44921を 除 く)
生産用と事務用の備品 70000～70011
および用具 60000～60005
4.木 工,木 材 加 工,セ ル ロ イ ド ・紙 44400.44609 14 6 1
工業の設備および繊維産業の設備 44920と44921
5.鋳 物用機械 41100-41103 11 5 1
6,計 算 機 48000～48010
印刷工業の技術的設備 44800～44807 4.5 3 1
自動機械ライン 41001
7.熔 鉱 ・熔 鉄,す べ ての 種 類 の用 具 47000.47066 16 7 1
圧延,選 鉱の設備 43000～43045




つ ぎに,固 定資産再評価の会計処理 は,93年12月13日 付のロシア連邦財務省決定 「94年1
月1日 の時点での固定資産再評価の結果 を会計と報告書に反映させる方法について 〔6,45頁.〔is〕」
で,つ ぎのようになった。
まず,再 評価の会計では,固 定資産のこれまでのバランス価額つまり取得価額 を,表1よ り
選定 した当該の再評価倍数で乗 じて時価価額が算定される。その際,固 定資産のバランス価額




借方 「固定資産」勘定(番 号01)貸 方 「定款資本」勘定(番 号85)
または の 「追加資本」補助勘定
「長期賃借固定資産」勘定(番 号03)一 生産用固定資産の部分一
一買い戻 し権をもつ長期賃借固定 「特別目的基金」勘定(番 号88)
資産の部分一 の 「社会的分野の資産基金」補助勘定
一非生産用固定資産の部分一
同時に,取 得価額に基づいてこれまでに算定されて きた固定資産の磨滅額つま り減価償却累
計額 を再評価倍数で乗 じて,時 価価額による減価償却累計額が算定される。その際,固 定資産
の減価償却累計額 を再評価倍数で引 き上げた額は,下 記のような仕訳で処理 される ㈲。






なお,組 立や据え付けが必要な保管中の設備,ま た建設が未完成な建物で,ま だ償却を開始
していない固定資産については,そ の再評価益はつ ぎの仕訳で処理される。
借方 「プラント設備」勘定(番 号07)貸 方 「定款資本」勘定(番 号85)





策2回 の再評価のこうした会計処理は,第1回 の再評価の場合のそれと同 じである。ただし,
つぎの2点 において第1回 の場合 と異なっている。すなわち,第1点 は,固 定資産を機械,設
備,工 場建物などの生産用固定資産 と企業の福利厚生施設や寮などの非生産用固定資産 とに分
け,こ の2種 類の資産に対する固定資産再評価益 をそれぞれ分離 して示すようになった ことで
(4)93年12月13日 付の決定では,い わゆる非営利的な活動をする予算施設の固定資産に対する再評価の会計
処理についても触れている。それによると,予 算施設における再評価の会計処理はつぎのようになる。固
定資産再評価益は,借 方 「固定資産」勘定と貸方 「固定資産基金」(ΦoH八BocHoBHHxcpe八cTBax)補
助勘定,ま た,固 定資産の減価償却累計額を再評価倍数で引き上げた額は,借 方 「固定資産基金」補助勘
定と貸方 「固定資産の磨滅」補助勘定とで,そ れぞれ仕訳されて処理される。
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ある。 第2点 は,生 産用 固定資 産の再評価 を示す勘定 科 目が異 な った ことであ る。
第1回 の再評 価の際 に は,91年12月19日 付そ ロシ ア連 邦の経 済省 と財 務省 に よっ て承 認 さ
れた,「 企業 の財 務 ・緯 済 活動 の会計 勘定 計画(5」(以 下 「91年 勘 定計画 」 とい う)に 配 置 さ
れて いた 「特 別 目的基金」(Φo照blcHeUli細bHoroHa3HaqeHHH)勘定 の補助 勘定で ある 「再
評価 積 立金 」(Φo晒HH双eKcaロHHI霊M}吸ecTBa)勘定 で,生 産用 の固定資 産の 再評価益 も非生
産用 の固定資 産 のそ れ も一括 して処理 され ていた ので ある。 しか し,そ の後,「91年 勘定計 画」
は部 分修 正 された(6>。 そ して,こ の修 正 において,資 本 金に相当す る 「定款資 本」(yCTaBHb溢
KanHTa刀)勘 定(番 号85)一 当初 この勘定 は 「定款基 金」(ycTaBHb由 ΦoH双)と 呼 ばれ てい
た一 の中 に補 助勘定 と して 「追加資 本」(丑06aBoqHb由KanHTa幻勘 定が,ま た 「特別 目的基
金 」勘 定(番 号88)の 中 に補助 勘定 と して 「社会 的分 野 の資 産基金 」(Φo既cpe皿cTB'co田la一
πbH磁cΦePbl)勘 定 がそれ ぞれ設置 され た。 このため,第2回 の再 評価 では,「 定款資 本」勘
定 の 「追 加資本 」補助 勘定 に生 産用 固定資 産の再 評価益 を,「 特 別 目的基金」 勘定 の 「社 会 的
分 野 の資産 基金 」補助 勘定 に非生産用 固定資 産の再評価 益 をそれぞ れ示 す こ とに なったの であ
る。
なお,長 期 間賃貸借 される固定資 産は賃 借者に よって再評価 され る。 この場 合,賃 借 者 は買
い戻 し権 を もち長期 間賃借 する 固定資 産 を 「長期 賃借 固定資 産」伝o刀rocpoqHoapeHAyeMble
ocHoBHblecp瓠cTBa)勘定(番 号03)に よって再評価 す るこ とになる。 リース会計 上の勘定
であ る この 「長 期債借 固定資 産」勘 定 は,「 賃貸借 債務」(ape眼Hbleo6H3aTeハbcTBa)勘定
(番 号97)と 対応 する勘 定で,つ ぎの よ うに利用 され る もので あ る。 す なわ ち,賃 借 者は,長
期 の 賃借 と して 固定資産 を賃貸 者 か ら受 け取 る と,そ の賃借 額 を03勘 定 の借 方 と97勘 定 の貸
方 とに,ま た賃 貸者ヘ リー ス料 を支払 うと,そ の額 を97勘 定 の借 方 と 「決 済」(pacqeTHb[曲
cqeT)勘 定(番 号51)の 貸 方 とに,そ して賃 借 固 定資 産 を買 い取 る と,03勘 定へ の 貸 記
と 「固定資 産」(ocHoBHb[ecpe皿cTBa)勘定(番 号01)・ へ の借記 が なされるの である 〔33〕。
ロ シアで は,会 計 年度 の 期間 は1月1日 か ら12月31日 までで ある。 そ こで,94年1月1日
現在 の貸借 対照 表 にお いて は,固 定資 産再評価の結 果 は,再 評価 に関係す る上記 の諸勘定 でつ
ぎの よ うに表示 される(η 。 す なわち,再 評 価後 の固定資 産の時価 価額 は,貸 借 対照表 借 方の
資 産の部 に表示 され る 「固定資 産」勘定,「 長期賃借 固定資 産」 勘定,「 プ ラン ト設備 」(060py-
AoBaHHeKycTaHoBKe)勘定,「 基 本投資 」(Kam1Ta肪HbleBBC>KeHHH)勘定 にそ れぞれ示
(5)「91年 勘定計画」の詳細な内容については,〔33〕 を参照されたい。
(6)部 分修正された勘定計画は 「会計」誌上(93年H月 号)に 公表された 〔3〕46F。それをみると,「定款基金」
勘定は 「定款資本」勘定に改称されているが,ま だ 「定款資本」勘定の中に補助勘定 としての 「追加資本」




され,ま た再評価後の固定資産の新たに算定された減価償却累計額(磨 滅額)は,同 じ資産の
部に 「固定資産」勘定に対する控除形式で表示 される 「固定資産の磨滅」(H3HOCOCHOBHblX
cpe丑CTB)勘 定 に示 され,そ して固定資産再評価益は,貸 借対照表貸方の資本の部に表示 さ
れる 「定款資本」勘定(「 追加資本」補助勘定),「 特別目的基金」勘定(「社会的分野の資産基
金」補助勘定)に それぞれ示されることになる。 この再評価益が資本の部に表示 されることか
ら,固 定資産の評価替えによる差額 を利益 とみないで,貸 方側の資本の修正 として処理 してお
り,第1回 の再評価のときと伺様 に,固 定資産再評価 からの資金 を企業に留保させ ているので
ある。
ところで,第2回 の再評価後の94年1月1日 か らは,固 定資産の減価償却は,新 たに算定
された時価価額 と,す で に設定されていた 「ソ連邦国民経済の固定 フォン ドの統一更新用減価
償却控除率」(8)(90年10月22日 付 ソ連邦 閣僚 会議決定)と に基づいて行われることになる。
この法定償却率は,原 則 として定額法を償却計算 とした上で,固 定資産をグループ ・種類別に
詳細 に分類 し,こ の分類 された資産に対 して規定の率を設定した ものとなっている。が,さ き
の93年11月25日 付の 「企業 と組織の固定フォン ド(資 産)の 再評価方法に関する規程」によ
ると,つ ぎの条件のもとでは,こ の法定の統一更新用減価償却控除率を若干修正 して適用でき
るとしている 〔5〕52頁・〔15〕。すなわち,1)再 評価後 に償却費の増加によって企業の財政状態が著
しく悪化するならば,規 定の償却率より低い償却率 を採用できること,2)逆 に,追 加の資金
を必要 とするような大規模 な投資計画 を実行 しようとする企業では,地 元の税務機関 との調整
を経 て,規 定の償却率よ り高い償却率一加速度減価償却一を採用できること,3)そ して,規
定の償却率より0.75以 下(小 企業(!)に とっては0.5以 下)の 範囲で引 き下げた償却率を採用す
るときには,ま た,1.25以 上の指数で引き上げた償却率を採用するときには,国 の行政機関と
0)調整 をそれぞれ必要 とし,さ らにこの場合,再 評価後 に10億 ルーブル以上の固定資 産をも
つ企業であるならば,ロ シア連邦の経済省 と財務省 との調整をも必要 とすることである。この
点 も第1回 の再評価の場合 とほぼ同じである。
また,94年1月1日 か らは,固 定資産再評価 を実施 したことにより,固 定資産となる資産の




(9)こ の場合,小 企業とは平均従業員数200人 未満(内 訳:工 業と建設業においては200人 未満,科 学と学術




第3回 の固定資産再評価は,固 定資産の積極的な更新 と技術進歩の加速度化 にとって有利 な
経済的条件を創出するため として,ロ シア連邦政府が94年8月19日 付で決定 した 「加速度減
価償却メカニズムの利用 と固定フォン ドの再評価 について 〔η7順・岡」によって実施 されること
になった。この決定は,す でにみた第1回 と第2回 の再評価の実施 と方法 を定めた2つ の決定
を,そ の タイ トルを変えて一括 して示 した ものとなっている。だが,そ の内容においては,第
3回 の固定資産再評価 の実施 とその方法は第1回 と第2回 の場合のそれをほぼ踏襲 している。
したが って,決 定では,1)所 有の形態と活動の種類に関係 なく,企 業 と組織は,95年1月1
日の時点で固定資産を再評価 し,そ の結果 を95年2月15日 までに国家統計機関へ報告するこ
と,2)94年 度における企業と組織の財産税の算定 には,再 評価の結果を考慮 しないこと,3>
ロシア連邦国家統計委員会は,再 評価 の結果を総括 して,そ のデータを95年4月15日 までに
ロシア連邦の経済省 と財務省へ提出することなどを公示 している。 しか し,他 方では,第1回
と第2回 の再評価の場合 と異 なる内容 も示 している。それは,1)再 評価の対象となる固定資
産は これまで と同じであるが,企 業と組織の貸借対照表上に計上されている住宅を含む建物が
再評価の対象になること,2)固 定資産のバランス価額 を時価価額へ修正する再評価倍数はこ
れまでと同様 に国によって提示されるが,そ れ以外 に,企 業 と組織は固定資産のそれぞれの種
類 に対する95年1月1日 現在の価格 によってバ ランス価額を直接修正することがで きること
などを公示 している点である。
そ こで,以 下,こ うしたこれまでと同じ点 と異なる点 とを明 らか にしながら,解 説を加えつ
つ第3回 の固定資産再評価の内容をみてみよう。
(5)
まず,固 定資産のバ ランス価額を時価価額に修正する再評価倍数 をみてみよう。
第3回 の固定資産再評価では,企 業 と組織は,固 定資産のバランス価額 を,国 が提示 した再
評価倍数を利用 して修正する方法,あ るいは,95年1月1日 現在の市場価格を利用 して直接修











第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
1.住 宅(101)注2注22.71.81.5L1






5.伝 達 装 置(300)4.14.12.91.91.61.2
機械と設備
6.計 算機(480)1.0注31.61.4L21.1
7.自 動 車 運転 と キ ャ タ ピラ運 転 の ク レー
ン(41700-41703),木 工 工 業 の た め の
自動 式 と半 自動 式 の ラ イ ン(44503),
散 水 の 機 械 と装 置(45732,45733),ト
ラ ク ター ・プ ラ ウ(45717-45719),紡
績機(44900,44903,44905,44908,44910),
軽 工 業 と食 料 品 工 業 の た めの そ の他 の
機械(449,450)1.21.71.51,31.21.1
8.圧 延 設 備(43024-43039),有 色冶 金 の
た め の 技 術 的設 備 と焼 結 設 備(431),
掘 進 コ ン バ イ ン,鉱 山 用 荷 積 み 機
(42802),そ の 他 の 鉱 山 シ ア フ ト と鉱
石用 機 械(428),そ の他 の 荷 揚 げ ・運
送用 機 械,設 備,機 械 装 置(417),農
業用 トラ ク タ ー(40600-40610),ス ト
ッキ ン グ ・ソ ック ス生 産 の た め の機 械
(44917),皮 革,履 物,毛 皮,皮 製 小
間物 工 業 の た めの 技 術 的 設 備(44923-
44925),複 写 機 工 業 の 機 械 と 設 備
(448>注4'1.72.42.Ol.61.31.1
9.エ ネ ル ギ ー用 の 設 備 とそ の 他 の機 械
(400,402,404,405),固 定 式 ベ ル トコンベ
ヤ(41714・41716),移 動式 発電 所(403),
そ の他 の 発 電 設備(407),そ の他 の 石
油 設備(434),鍛 冶 ・圧 搾 設備(412),
織 機(44900,44903,44906,44909,44910),
メ リ ヤ ス 工 業 の 機 械 と設 備(44916-
44918),工 業 用 ト ラ ク タ ー
(40611,40612),農 業 用 の 機 械 と設 備
(457),道 路建 設 作 業 のた め の機械 と設
備(421),食 料 品工 業 の た め の技 術 的










第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
10.金 属 切 断 設 備(410),技 術 的 過 程 の統
制 と調 整 の た め の用 具(470),播 種 と
ジ ャ'ガイ モ植 付 の トラ ク タ ー(45727-
45729),亜 麻 取 入 れ コ ン バ イ ン
(45710),搾 乳 装 置(45747),裁 縫 工
業 の 機 械(44919>,牛 乳 分 離 機
(45102,45102),商 業 と公 衆 食 堂 の設
備(458)2.94.23.22.31..1.3
11.エ ネ ル ギー ・ガ ス管装 置(40103,40104),
黒 色 と有'色冶 金 とそ の他 の 機 械 と設備
(430,43]),ポ リマ ー原 材 料 の再 処 理 設
備 を 含 む,化 学 工 業 の 機 械 と 設 備
(432),穀 物 種 卸 し機(45736),セ メ
ン ト工業 の技 術 的 設備(420),チ ー ズ
製 造 槽(45101)3.55。03.82.61.81.3
12.溶 鉱 炉 と製 鋼 設 備(43000-43023),能
力5キ ロ ワ ッ ト以上 の 変 圧 器(40701),
冷 却 ・圧 縮 設 備(45104,45800),物 理
的調 査 の た めの 用 具(470),草 刈 トラ
ク タ ー(457)4.c6.f4.53.Oz.1.4
13.セ ル ロ イ ド ・製 紙 工業 の た めの 機 械 と
設 備(446),機 械 式数 量 測 定 の た め の
用 具(470),飼 料 の給 餌 機(45744)5.27.45.53.52.31.5
14.上 記 以外 のそ の他 の種 類 の 機械 と設 備2.23.22:51.91.51.2
運 送 手段
15。 トロ ッ コ(50505),傾 斜 台 付 貨 車
(50509)1.21.7L51.31.21.]
16。 自動 車(バ ス,特 殊 自 動 車 を 除 く)
(504)1.72.42.Ol.61.31.1
17.鉄 道 の車 両(客 車 を 除 く)(500),バ
ス(50420-5042;),特殊 自 動 車
(50426,50427),トロ リ ー バ ス
(50701)2.23.22.51.91.51.2
18.客 車(50005)3.55.03.82.E1.81.3
19.上 記 以 外 の そ の他 の種 類 の運 送 手 段2.23.22.51.91.51.2
20.器 具,生 産 用 と事 務 用 の 備 品(60000-
60005,70000-70011)2.23,22.51.91.5.'1.2
21.使 役 用 家 畜(80000)2.02.Ol。71.51.31。1
22.畜 産 用 家 畜2.02.01.71.51.31.1
23.多 年 生 植 物(90000-90021)3.23.22.51.91.51.2
そ の 他 の 種 類 の 固 定 フ ォ ン ド
24.図 香 餌 の 蔵 書 フ オ ン ド1.7-3.21.7-3.21.5.2.51.3-1.91.2-1.51.1-1.2
25.上 記 以 外 のそ の他 の種 類 の 固定 資 産3.73.72.71.91.61.2
(105)ロ シアにおける固定資産再評価105







第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
26.プ ラ'ン ト設 備2.23.22.51.91.51.2
27.未 完成 建 築 物`4.14.i2.9L91.61.2
注1)整 理 番 号 は,1990年10月22日 付 ソ 連邦 閣僚 会 議 決定(No.1072)で 承 認 され た 固 定 フ ォン ドの統 一更 新
用 減価 償 却 控 除率 に よ る もので あ る。
注2)住 宅 のた め の 再 評 価係 数 は以 下 の よ うに な る。1991年 以 前 の もの 一2300,1991年 の もの 一1100,1992年 前
半期 の もの 一95,1992年 後 半 期 の もの 一65,1993年 前 半期 の もの 一25,1993年 第3四 半 期 の もの 一8,1993年
第4四 半期 の もの 一3.5。 こ の係 数 は 住 宅 価 額 が1992年7月1日 と1994年1月1日 の 時 点 で 再 評 価 され
なか った こ と を考 慮 した もで あ る。1995年1月1日 の 時 点 で の再 評 価 の結 果 に よる 住 宅 の 時 価 価 額 は,
ロシ ア連 邦 主体 の適 応 の省 庁 に よっ て設 定 され た 係 数 で 決 定 され る棚 卸 価 額 か らい ち じる し く異 な って
は な らない 。
注3)換 算 係 数 は つ ぎの よ う に な る 。1986～1990年 に 取 得 した計 算 機 一1.3,1991-1993年 に 取 得 した計 算
機 一1.9。
注4)1986年 以 前 に,ま た1986-1990年 に取 得 した,摸 写 機 工 業 の機 械 と設 備 に対 して は,計 算機 の た め に設
定 した適 応 の係 数 を採用 す る こ とが で きる。
(出所)【211
表3は 国によって提示 された固定資産の再評価倍数である。それをみると,新 たに住宅を含む
固定資産を27の グループに分類 し,そ の分類されたグループに対 して固定資産の取得時別の
再評価倍数を設定 したもの となっており,第1回 と第2回 の再評価のそれと比較すると,再 評
価の対象となる固定資産をかなり詳細 に分類 して再評価倍数を設定 していることが分かる。
他方,95年1月1日 現在の固定資産の市場価格 とは,「原則 として,自 由な競争市場でのそ
の客体の販売において売 り手 と買い手 とが合意 し得 る価格である。この場合,売 り手 と買い手
とが法 を犯す ことなく理性 的に行動 し,取 引の客体が急 ぎの売買 を必要 とせず,ま た,取 引の
・支払が貨幣形態(現 金 または非現金の形態)で なされ,そ め他の条件が伴わないことを前提と
する ⑳」 と解 されている。そ して,企 業 と組織が固定資産のバ ランス価額の修正に際 してこ
うした市場価格 を使用 しようとするならば,こ の価格のデータはつぎの ようにして得るとして
いる 〔8〕78頁・〔18〕・〔is〕・〔20〕。すなわち,1)製 造企業から書類で得た類似の資産の生産価額(調 達 ・
運送サービスの費用や組立 ・設置の費用 を除いたもの)の データ,2)商 業組織や調達組織か
らの価格水準 についての情報,3)マ スコミや専門書で発表された価格水準 についての情報,
4)コ ンサルタント組織やその他の専門組織 によって証明された固定資産の市場価格 について
の鑑定データなどである。 もちろん,市 場価格はロシア連邦のそれぞれの地域で異なっている
が,上 記のデータのうち,4)の 鑑定データが もっとも信r性 あるデー タとされている。ロシ
アでは現在,規 定の教育 を修了 して資格試験 に合格 した,不 動産,企 業,機 械,設 備 を評価
する鑑定士がお り,し かも,こ れらの鑑定士 を統合 した社会的団体 もで きている。ロシアの
15の 地域に支部 をもち,93年5月14日 付でロシア法務省に登録 された 「ロシア鑑定士 団体」
106『 明大商学論叢』第78巻 第1・2・3号(106)
(Pocc岨cKoeo(軸ecTBoOHe闘KoB,略してPOO)も その1つ の団体である。よって,企
業 と組織は,こ うした社会的団体 に所属する鑑定士か ら,固 定資産の市場価格についてのデー
タを得ることがで きるとしている。こうして,再 評価の時点で,企 業 と組織 は,現 有する固定
資産 と類似 する新 しい固定資産の取得 に要する価額(市 場価格のそれ)に よって,ま た類似の
新 しい固定資産が見当 らないならば,そ の技術的特質 ・性能を比較 して算定 した価額 によって,
これまでのバランス価額 を修正することになる。なお,バ ランス価額を市場価格で修正 した場
合 と国が提示 した再評価倍数で修正 した場合 とで,そ の時価価額が著 しく乖離するようなとき
には,税 務署や統計機関によって後 日点検 を受けるため に,企 業と組織は利用 した市場価格の
デー タを保管 してお くとしている。
つ ぎに,固 定資産再評価の会計処理をみてみよう。
第3回 の固定資産再評価の会計処理は,94年9月19日 付のロシア連邦財務省書簡 「加速度
減価償却メカニズムの採用 と95年1月1日 時点での固定資産の再評価 とに関係する取引を会
計 と報告書に反映させる方法について 〔8〕7順・〔18〕」 によって行われることになったが,そ の内容
は,原 則 として,第1回 と第2回 の再評価の会計 処理 と同じである ㈲。そこで ここでは,よ
り理解 を深めるために仮設例を示 しながら,再 度,固 定資産再評価の会計処理を明らかにして
おこう。
1)95年1月1日 以前 に受け入れた固定資産の従来のバランス価額(取 得価額)を,国 が提
示 した再評価倍数でその時価価額まで引き上げた額(い わゆる固定資産再評価益)は,つ ぎの
ような仕訳で処理される。
借方 「固定資産」勘定(番 号01)貸 方 「定款資本」勘定(番 号85)
または の 「追加資本」補助勘定
「長期賃借固定資産」勘定(番 号03)一 生産用固定資産の部分一
一買い戻 し権をもつ長期賃借固定 「特別目的基金」勘定(番 号88)
資産の部分一 の 「社会的分野の資産基金」補助勘定
一非生産用固定資産の部分一
この場 合,「 定 款資本 」勘 定(「 追加 資本 」補助 勘定)と 「特 別 目的基金 」勘 定(「 社 会的分
野 の資 産基金 」補助勘 定)は,貸 借対 照表 貸方の 資本 の部 に表 示 され る勘 定 であ る。 よって,
第1回 と第2回 の再評価 の とき と同様 に,固 定資産 の評価替 え による差 額 を利益 とせ ず資本 の
修 正 と して処 理 し,固 定資 産再 評価 か らの資金 を企 業 に留保 させ ている。
0① この94年9月19日 付書簡に基づいて,ロ シア連邦中央銀行は,95年1月25日 付で承認 した 「95年1月
1日 時点での固定資産の再評価と関係する取引を会計 と報告書に反映させる方法について 〔28〕」を発表し
ている。 したがって,こ の決定によって銀行業における第3回 の固定資産再評価の会計処理は行われるこ
とになるが,こ こではそれは割愛する。
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2)95年1月1日 までに算定されてきた固定資産の磨滅額(減 価償却累計額)を:,国 が提示
した再評価倍数で引 き上げた額は,つ ぎのような仕訳で処理 される。







① 企業 の貸借 対照表 に計上 され ている生産用 の構 築物 と伝達 装置 の グル ープ につ いて の従来
のバ ラ ンス価 額(取 得 価額)… …15,000千 ルー ブル。
② これ までに算定 されて きた磨 滅額(減 価償 却累計 額)… …2,000千 ルー ブル。
③ この グルー プの固定資 産 の再 評価 倍数 ……5。
こ の場合,再 評価 の結果 はつ ぎの よう にな る。 この グルー プの固定資 産の時価価 額 は75,000
千 ル ーブル 〔15,000千 ×5〕 で,時 価 価額 とバ ラ ンス価額(取 得価 額)と の差額 は60,000千 ル
ーブ ル'〔75,000千 一15,000千 〕 となる。 また,修 正 された磨滅 額(減 価償 却累計額)は10,000
千 ル ーブル 〔2,000千 ×5〕 とな り,こ れ まで に算定 され て きたそ れ との差額 は8,000千 ルー ブ
ル 〔10,000千 一2,000千 〕 となる。
そ して,仕 訳 は下記 の ようになる。
1)借 方 「固定資産」勘定(番 号Ol)貸 方 「定款資本」勘定(番 号85)
60,000千 ルーブル の 「追加資本」補助勘定
60,000千 ルーブル
2)借 方 「定款資本」勘定(番 号85)貸 方 「固定資産の磨滅」勘定(番 号02)
の 「追加資本」補助勘定8,00(千 ルーブル
8,000千 ルーブル
上記の仮設例の会計処理 は国が提示 した再評価倍数を利用 した場合のそれであるが,企 業 と
組織が95年1月1日 現在の市場価格 を直接利用 して,固 定資産の従来のバ ランス価額(取 得
価額)と これまで算定 されてきた磨滅額(減 価償却累計額)を 修正する場合は,下 記の仮設例
のようになる。
〔仮設例〕〔19〕
①企業の貸借対照表 に計上 されている生産用の計算機の5つ の客体 についての従来のバラン
ス価額(取 得価額)… …10,000千 ルーブル。
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② これ まで に算定 されて きた磨 滅額(減 価 償却累計 額)… …1,000千 ルーブル。
③ この グルー プの 固定 資産の再 評価倍 数……21。
④95年1月1日 現在 の1つ の客体 につ いての市場価格 ……3,000千 ル ーブル。
この条 件 の も とでは,再 評価 倍数 を利用 する と時価価額 は210,000千 ルー ブル 〔10,000千 ×
2ユ〕 と な り,市 場価格 を利用 す る と時価価 額 は15,000千 ル ー ブル 〔3,000千 ×5〕 となる。 こ
の場 合,企 業 は再評価 時点の市 場価 格 で客体 を再 評価す る ことが で きる。 この再評価 の結果 は
つ ぎの よ うになる。
この グル ー プの固定資 産 の 時価 価 額 は15,000千 ルー ブル とな り,時 価価 額 とバ ラ ンス価 額
(取 得価 額)と の差額 は5,000千 ル ーブル 〔15,000千 一10,000千 〕 となる。 また,修 正 された磨
滅額(減 価 償 却累計 額)は,市 場 価格(15,000千)と バ ラ ンス価 額(10,000千)と の比 率1.5
を活 用 して,1,500千 ルー ブル 〔1,000千 ×1.5〕 と算出 し,こ れ まで に;算出 されて きたそ れ と
の差額 は500千 ル ーブル 〔1,500千 一1,000千 〕 とな る。
そ して,仕 訳 は下記 の ように なる。
1)借 方 「固定資産」勘定(番 号01)貸 方 「定款資本」勘定(番 号85)
5,000千 ルーブル の 「追加資本」補助勘定
5,000千 ルーブル
2)借 方 「定款資本」勘定(番 号85)貸 方 「固定資産の磨滅」勘定(番 号02)
の 「追加資本」補助勘定500千 ルーブル
500千 ルーブル
なお,組 立や据え付けが必要な保管中の設備,ま た建設が未完成 な建物で,ま だ償却を開始
していない固定資産の会計処理は,す でにみた第2回 の再評価の場合 のそれと同 じである。
(6)
固定資産再評価 は煩雑 な作業である。そこでつ ぎに,個 々の企業においてこの第3回 の再評
価の作業 をどのように実施するのかをみてみ よう。







纐(千 ルー ブル) 磨 滅 度















































3.住 宅(101)の 合計12行 十13行14x







1日 の再評価に際 して,価 額..
を指数化 されなかった歴史的,

























価額(千 ルーブル) 磨 滅 度
固定 フ ォン ドのグ ループと番 号
(1990年10月22日 付 ソ連邦財務省





































13.自 動車運転 とキャタピラ運転 ユ986年以前46ユ.2
の ク レー ン(41700-4170;),ユ986-1993年471.7
木工工業のための 自動式 と半1994年 第1四 半期481.5
自動式の ライ ン(44503),散1994年 第2四 半期491.?
水 の機 蔵 と装 置(45732,1994年 第3四 半期50ユ.2
45733),ト ラ ク ター ・プ ラ ウ1994年 第4四 半期511.ユ
(45717-45719),紡 績 機 合計52×
(44900,44903,44905,44908,
44910),軽 工 業 と食料 品工 業
の ため の そ の他 の 機 械(449,
450)
・14.圧 延 設 備(43024-43039),1986年以前531.7
有色冶金のための技術的設備1986-1993年542.4
と焼結設備(431),掘 進コン1994年 第1四 半期552.0
パ イ ン,鉱 山 用 荷 積 み 機199年 第2四 半期561 .6
(42802),そ の 他 の鉱山シ ア フ1994年 第3四 半期57.1.3
トと鉱石 用機械(428),そ の1994年 第4四 半期581」
他の荷揚げ・運送用機械,設 合計59X
備,機 械 装置(41i),農 業 用
トラク タ ー(40600-40610),
ス トッキ ン グ ・ソ ックス生 産
のた めの機 械(44917),皮 革,
履 物,毛 皮,皮 製小 間物工 業




の 機 械(400,402量404,405),1986-199:年613 .2
固 定 式 ベ ル ト コ ン ベ ヤ1994年 第1四 半期622s
(417ユ4-4171E),移 動 式発 電1994年 第2四 半期631.9
所(403),そ の他の発電設備1994年 第3四半期64'1.5
(407),そ の 他の 石油設 備1994年 第4四 半期651.2
(434),鍛 冶 ・圧搾設備(412),合 計66×
織 機(44900,44903,44906,
44909,44910),メ リヤス工 業
の 機 械 と 設 備(449ユ6-
4491f),工 業 用 トラ ク タ ー
(4061],40612),農 業用 の 機
械 と設備(457),道 路建 設 作
業 の ため の機械 と設備(421),
食 料 品 工 業の た め の技 術的 設

































1 2 3 L 5 6 7 8 9 10 11
16.金 属切断設備(410),技 術的1986年 以前672.9
過程の統制 と調整のための用198E-1993年684.2
具(47(),播 種 とジャガイモ1994年 第1四半期693.2
植 付の トラクター(45727-199年 第2四半期702.3
45729),亜 麻取入れ コンパ イ1994年 第3四半期711.7
ン(45710),搾 乳装置(45747),1994年 第4四 半期721.3
裁縫工業の機械(44919),牛 合計73×
乳 分 離 機(45102-4510?),
商業 と公衆 食堂 の設備(458)
17.エ ネルギー ・ガス管装置(40103,1986年 以前743,5
40104),黒 色 と有色冶金 のぞ1986-1993年755.0
の他の機械 と設備(430,431),1994年 第1四半期763.8
ポリマー原材料の再処理用談1994年 第2四半期772.6
備 を含む,化 学工業の横猿 と1994年 第3四半期781.8
設備(432),穀 物 種卸 し機1994年 第4四 半期791.3
(45736),セ メン ト工業の技術 合計80×
的 設備(420),チ ーズ 製 造槽
(45101)
18,溶 鉱炉 と製鋼設備(43000-1986年 以前814.2
43023),能 力5キ ロ ワ ッ ト以 ユ986-1993年82.6.0
上の変圧機(40701),冷 却 ・1994年第1四 半期834.5
圧 縮設備(45104,45800),物1994年第2四 半期843.0
理的調査のための用具(470),1994年 第3四 半期852.1
草刈 トラクター(457)1994年 第4四 半期861.4
合計.87x
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23.自 動 車(バ ス,特 殊 自動車 を1986年 以 前11( 1.7
除 く)(504)1986-1993年1112 .4
1994年 第1四 半期1122 .0
1994年 第2四 半期1131 .6
1994年 第3四 半期1141 .3
1994年 第4四 半期1151 .1
合計116×
勿.鉄 道 の車両(客 車を除 く)(瓢),1986年 以前1172 .2
バ ス(50420-50425),特 殊1986-199:年1183.2
自動 車(50426,50427),ト ロ1994年 第1四 半期U92.5
リーパ ス(50701)1994年 第2四 半期1201 .9
199<年 第3四 半期1211 .5
1994年 第4四 半期122 .i.2
合計123×
25.客 車(50005)1986年 以前1243 .5
1986-1993年1255 .0
1994年第1四 半期126'3.8
1994年 第2四 半期1272 .6
1994年 第3四 半期1281 .8
199年 第L四 半期1291 .:
合釘130×
26.上 記 以 外 のそ の 他 の種 類 の機1986年 以前1312 .2
械 と設備1986-1993年1323.2
1999年 第1四 半期1332 .5'
1994年 第2四 半期1341 .9
1994年第3四半期135L5





28.器 具,生 産用 と事 務 用の備 品1986年 以前1392 .2
(60000-60005,70000-1986-1993年1403 .2
70011)1994年 第1四 半期1412 .5
1994年第2四 半期142is
1994年第3四 半期14:L5
1994年 第4四 半期1441 .2
合計145X
29.使 役 用家 畜(80000)1994年 以前1462 .0
1994年 第1四 半期1471 .7
199年 第2四 半期1481 .5
199年 第3四 半期1491 .3
1994年 第4四 半期 ユ501 .1
合計151×
30.畜 産用 家畜1994年 以前152xx2 .0× ×
1994年 第1四 半期153×x1 .7xx
1994年第2四半期154xxL5x×
1994年 第3四 半期155× ×1 .3XX
1994年 第4四 半期156XX1 .1XX
合言十157x×Xx×
(113)ロ シアにおける固定資産再評価113
灘姦酵 粥 再論信後の隣衝低額(千ル プーの 磨 滅 度固定 フ ォン ドの グルー プと番号(1990年10月22日 付 ソ連邦財務省
















































34.そ の他 の 種類 の 固 定 フ ォン ド169行+175行176×
の合計
35,プ ラ ン ト設備1986年 以 前177x×2.2
1986-1993年178X× 「3,2
1999年 第1四 半期179× ×2.E
1994年 第2四 半期 ユ80× ×1.9
1999年 第3四 半期 ユ81× ×1.5
1994年 第4四 半期182× ×L2
合 計183× × ×
36.未 完成 建 築物1994年 以 前184× ×4.1
1994年第1四 半期185x×2。9
1994年 第2四 半期186× ×1.9
1994年第3四 半期 ユ87x×1.6
1994年 第4四 半期188× ×1.2
合計189×x×
注1)1986年 以前に,ま た1986-1990年 に取得した,複 写機工業の機械と設備に対 しては,計 算機のたあに設
定した適応の係数を採用することができる。
(出所)〔23〕
この精査表では,そ の1欄 には36の グループに分類 された固定資産,2欄 には当該固定資
産の取得時期,3欄 にはこの表の行の番号がそれぞれ示 されている。そして,4欄 と5欄 には,
会計上の記帳や棚卸のデー タから得た,再 評価前の94年 末における固定資産のバ ランス価額
(取得価額),磨 滅額(減 価償却累計額)を 控除 した残高価額とがそれぞれ記入される。6欄 と
7欄 には再評価後の時価価額 と残高価額 とがそれぞれ記入 される。 この時価価額は,国 によっ
て提示 された再評価倍数 を利用するならば,4欄 のデータを9欄 にある提示 された係数で乗 じ
た額 より得 られ,ま た再評価時点の市場価格 を利用するならば,当 該固定資産の95年1月1
日現在の市場価格より得 る。8欄 の再評価の実際の係数は,6欄 のデータを4欄 のデー タで除
して得る。10欄 と11欄 には,再 評価の前 と後の固定資産の磨滅度 についてのデータが記入 さ
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れ る。 この デ ー タは,10欄 につ いて は100%一(5欄:4欄)×100%で,11欄 につ いて は
100%一(7欄:6欄)×100%で それ ぞれ算 定され る。
ここで,精 査 表 の1つ の記入 例 を挙 げ る と,つ ぎの ように なる。
表5累 計表の記入例
精査表のNo.68行 記入への累計表
固定フォンドのグループの名称 取得時期(精 査表の2欄 から)
(精査表の1欄 から):16 1986-1993年
金属切断設備(410),技術的過程の統制と調整のた 再評価の指示された係数
めの用具 (470),播種とジャガイモ植付の トラクタ (精査表の9欄 から)
一(45727-45729),亜麻取入れコンバイン(45710), 4.2
搾乳装置 (45747),裁縫 工 業 の 機 械(44919),牛 乳
分離機 (45102-45103),商業と公衆食堂の設備
(458>
再評価前のバランス価額 1995年1月1 日の再評価後 再評価前の総バ
グ ル ー プ に は い っ 棚卸 (千 ル ーブ ル) の時価価額 (千 ル ー ブル) ランス価額にお





A ・B 4 5 6 7=6×12 12=5:4
旋盤i 0726 80000 48000 336000 201600 0,600
統制用具 1215 22560 0 94752 0 0.0∞
冷凍室 0112 69280 38797 350000 196000 0,560
フライス盤 2156 90000 29340 280000 91280 0,326
精密機械 1677 1QOOOO 70000 80000 56000 0,700










(5欄 の合計:4欄 の合 計)×100=48.6%
(7欄 の 合計16欄 の合 計)×100=52.i%
(出所)〔24〕
い ま,金 属 切 断設備(410)な どの固 定資 産の第16グ ル ー プを示す精 査表 の67～73行 に記
入 す る としよ う。 この 場合 まず,精 査表 ヘ デー タを直接記 入す る前 に,記 入す るデー タを表5
にみる ような累計 表(HaKonHTe価HaHBqoMocTb)で算定す るこ とか ら始 まるf2a:。
精 査 表 の1欄 か らの 固定資 産 の第16グ ル ープ,2欄 か らその取 得 時期,9欄 か ら指定 され
た再評価 倍数 が記 され てい るこの累計表 には,以 下 の ようなデー タが示 され る。
まず,累 計 表 のA欄 には,企 業 にあ る固定 資産 の うち,第16グ ルー プ に該 当 し,1986年 か
ら1993年 まで に取得 した資 産 の名称 一 この例 では,旋 盤,統 制用 具,冷 凍 室,フ ライス盤,
精 密機 械 一が記 入 され,B欄 には,こ れ らの資 産の棚卸番号 が記 入 される。 そ して,そ の他 の
各 欄 には,つ ぎの ような会計 デ ー タが記入 されてい く。
1)旋 盤(0726)に つ いて は,再 評価前 のバ ラ ンス価 額80,000千 ル ーブル(4欄),残 高価
額48,000千 ル ー ブ ル(5欄),そ して,0.600〔48,000千:80,000千〕(12欄)が 記 入 され る。
この場 合,指 示 された 再 評価 倍数4.2を 利 用す る と,再 評 価 後 の時価 価額336,000千 ルー ブル
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〔80,000千 ×4.2〕(6欄),残 高価額201,600千 ルー ブル 〔336,000千 ×0.600〕(7欄)が 記 入 さ
れ る。
2)統 制 用具(1215)は す で に減価 償却 を完 了 した資産 の例 であ る。 よって,5欄,7欄,
12欄 に は零 が記入 され て,再 評価前 のバ ラ ンス価 額22,560千 ル ーブル(4欄),再 評価 後 の時
価価額94,752千 ル ーブル 〔22,560千 ×4.2〕(6欄)が 記入 され る。
3)冷 凍 室(0112),フ ライス盤(2156),精 密機械(1677)は,1995年1月1日現在 の市場
価格 に基づ く再 評価 の例 であ る。 この場合,バ ランス価額69,280千 ル ーブル(4欄)の 冷凍室
につ い ては,再 評価 後 の時価価 額 は350,000千 ルー ブル 〔69,280千 ×5.1〕(6欄)と な り,指
示 された再 評価倍 数4.2よ り高い係 数5.1で 再評価 される。同様 に して,バ ラ ンス価額90,000千
ル ー ブ ル(4欄)の フ ラ イ ス 盤 につ い て は,再 評 価 後 の 時 価 価 額 は280,000千 ル ー ブ ル
〔90,000千 ×3.]〕(6欄)と な り,指 示 され た再 評価倍 数4.2よ り低 い係数3.]で 再 評価 される。
バ ランス価額100,000千 ル ーブル(4欄)の 精密機械 につ いては,前 回(1994年1月1日 時点)
の再 評価 に際 して,国 に よって提示 され た再 評価倍 数 を利用 し,市 場価 格 を利用 しなか った結
果,そ の時価価 額が 高 く算定 された例 であ る。 この場合 は,今 回(1995年1月1日 時点)の 再
評価 後の時価価 額 は,市 場価格 の8Q,000千 ル ーブル 〔バ ラ ンス価額 のo.8〕(6欄)と な る。
4)累 計表 のそ れぞれ の行 と欄 へ の記 入が 終わ る と,4,5,6,7欄 の合計 を算 出 し,こ
れ らの合計 額 を精査 表 の68行 の4,5,6,7欄 へ転 記 す る。 と同時 に,精 査 表 の8欄 への
記入 のた めの デー タ として3.2〔1,140,752千:361,840千 〕,10欄 への記 入 のため のデ ー タと し
て48.6%〔100一(186,137千:361,840千)×100〕,11欄へ の記 入 の ため の デ ー タ と して
52.2%〔100一(544,880千:1,140,752千)×100〕が 算定 されて,そ れが精査 表へ そ れぞれ転
記 される(表6参 照)。
表6精 査表の記入例
鷺価醗% 再評価後の時価価額(千 ルーブル) 磨 滅 度固定 フ ォン ドの グループ と番号(1990年10月22日 付 ソ連邦財務省



























1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
16.金 属 切 断設 備(410),技 術 的198E年 以前6729
過 程 の 統制 と調 整の た めの 用1986-1993年68361840186ユ3711407525448803.24.248.652.2
具(470),播 種 とジ ャ ガイ モ1994年 第1四 半期693.t
植 付 の トラ ク タ ー(45727-199!年 第2四 半期704000003800009200008740002.;a5.05.0
45729),亜 麻 取 入 れ コ ンバ イ1994年 第3四 半期711.7
ン(45710),搾 乳 装置(45747),1994年 第4四 半期721 .3
裁 縫 工 業 の機 械(44919),牛 合計7376ユ840566137206075214ユ88802.7×25.731.1
乳 分 舵 機(45102-45103),
商 業 と公 衆食 堂の 設備(458)
(出 所)〔24〕
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5)累 計表か ら精査表の68行 へのデータの転記が終われば,つ ぎに,精 査表の68行 以外の
その他の行への記入がそれぞれの別の累計表のデータか ら同じように行 われる。 この例では,
表6に みるように,固 定資産の第16グ ループで,1994年 第2四 半期 に取得 した客体のデータ
が精査表の70行 に記入 されている。 もし企業に適応する取得時期 の該 当する種類 の客体がな
いならば,精 査表の各行への記入億行 われず空白となる。それは固定資産の第16グ ループ以
外 についても同 じである。
6)精 査表の67～72行 にデータが記入 されれば,精 査表の4.5,6,7欄 のその合計額
と,8,10,11欄 の数値が算定 され,各 データの照合が行われる。こうした要領で,精 査表の
その他の部分の記入も行われる。
(7)
















92年前半期において,92年1月1日 以前に取得 した固定資産に対 して規定の償却率の2
倍の償却率の採用が認められる。
第1回 の固定資産再評価が実施される。
1)92年 前半期に採用された2倍 の償却率の採用は廃止される。2)基 本的には規定の
償却率が採用される。3)財 政状態が悪化するならば,規 定の償却率より0.5,0.6,0.7
の範囲で引き下げた率の採用を認める。4)資 金を必要とする投資計画があれば,規 定
の償却率より高い率の採用を認める。5)固 定資産の積極的部分(機 械,設 備,運 送手
段)に 対 して,規 定の償却率を2倍 以内に引き上げた定額法による加速度減価償却の採
用を認める。6)`小 企業には,耐 用年数3年 以上の固定資産に対してその価額の50%ま'
での初年度償却の採用を認める。
第2回 の固定資産再評価が実施される。







1)基 本的には規定の償却率が採用される。2)固 定資産の積極的部分に対して,規 定
の償却率 を2倍 以内に引き上げた定額法による加速度減価償却の採用を認める。3)小
企業には,企 業設立時において,耐 用年数3年 以上の固定資産に対 してその取得価額の
50%ま での償却を認める。
(出所)〔5〕,〔7〕,〔15〕,〔17〕,〔19〕,〔31〕 に基 づ いて筆 者 作 成 。
新生ロシアでは,さ きに触れたように,91年1月1日 から,原 則として,ソ 連邦閣僚会議に
よって90年10月22日 付で承認 された法定償却率が採用 されている。 しかし,前 編で指摘 した
ように,第1回 再評価前 の92年 前半期 においては,92年1月1日 以前 に取得 した固定資産に
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対 しては,規 定の償却率の2倍 の償却率の採用 を認めた。そ して,第1回 再評価後には,こ の
2倍 の償却率の採用を廃止 し,原 則的には,規 定の償却率が採用 されることになったが,特 例
として,表7に 示 したような,規 定の償却率より低 い率 または高い率の採用や加速度償却の採
用 を容認 した 〔31〕。 さらに,す でにみたように,こ うした特例は第2回 再評価後にも認め られ
たが,94年7月1日 か らは新 たに,イ ンフレの継続のため規定の償却率より2,4の 指数で引 き
上げた率の採用 と,企 業の財政状態が悪化すれば規定の償却率を0.5の 範囲で引 き下げた率の
採用をそれぞれ認めた 〔正9〕。
そこで,第3回 の再評価に際しては,こ の特例による減価償却費は下記の仮設例 にみるよう
な会計処理が行 われた。
〔仮設例〕〔is'




1)借 方 生産費の計算の勘定 貸方 「固定資産の磨滅」勘定(番 号02)
200千 ルーブル200千 ルーブル
2)借 方 生産費の計算の勘定 貸方 「定款資本」勘定(番 号85)
280千 ルーブル の 「追加資本」補助勘定
280千 ルーブル
つ ぎに,400千 ルーブルの部分 につ いて:
1)借 方 生産費の計算の勘定 貸方 「固定資産の磨滅」勘定(番 号02)
400千 ルーブル400千 ルーブル
2)借 方 生産費の計算の勘定'貸 方 「定款資本」勘定(番 号85)
560千 ルーブル の 「追加資本」補助勘定
560千 ルーブル
また,逆 に,償 却率 を0.5の 範囲で引 き下げた率 を採用 して,減 価償却 を行った場合 には,
生産費の計算の勘定の借方と 「固定資産の磨滅」勘定(番 号02)の 貸方とに,そ の算定 された
金額がそれぞれ記帳 される。そして,第3回 再評価後には,固 定資産の減価償却はつぎのよう
にして行われること・になった 〔7〕77頁・〔17〕。すなわち,1)95年1月1日 か らの減価償却は,原
則 として,90年10月22日 付ですでに承認 されている規定の償却率 と第3回 再評価で算定 され
た時価価額 とに基づいて行 われる。2)ハ イテク部門の発展 と効率的な機械 ・設備の導入のた
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めに,機 械,設 備,運 送手段 といった固定資産の積極的部分 に対 して,会 計方針のひとつ とし
て加速度減価償却の採用 を認める。3)こ の加速度減価償却の適用が認め られる固定資産の一
覧表は,国 家機関によって作成 される。4)加 速度減価償却の採用に際 しては,規 定の償却率
.を2倍 以内に引 き上げた率による定額法を採用する。5)機 械 と設備の更新を刺激するために,
小企業 に対 しては,そ の企業の設立時において一客体が稼働するときではない 〔19)一,加速度
減価償却の採用 とともに,耐 用年数3年 以上の固定資産に取得価額の50%ま での償却 を認め
る。6)法 で定められた加速度減価償却控除はその使途 目的のために利用され,そ の使途 目的
以外での追加の加速度減価償却控除に対 しては課税 される。こうした減価償却の会計処理 は,
加速度減価償却の採用や小企業 に対する特別の場合を含めて,生 産費の計算の勘定の借方 と
「固定資産の磨滅」勘定(番 号02)の 貸方 とに記帳 される 〔19〕。
以上みたこれまでの固定資産再評価 と減価償却 との関係 を整理すると,そ れは表7の ように
なる。
なお,95年1月1日 か らは,固 定資産となる資産の価格基準 は100万 ルーブルとなる 〔n隅頁・〔30)。
(8)
最後 に,第3回 の再評価の結果 を貸借対照表へ表示する方法 について触れておこう。
さきに結論 をいうと,こ の表示方法は第2回 の再評価のそれ と同じである。それは,「91年
勘定計画」 をその後に部分修正 したその勘定計画 に配置された適応の勘定と,ロ シア連邦財務
省が92年6月9日 付で承認 した 「企業 と組織の年度会計報告書の量 と様式について 〔3:〕」 に基
づいて提示 したその94年 度の年度貸借対照表様式 とによって,つ ぎのように行われた。
すなわち,貸 借対照表借方の資産の部には,再 評価 された固定資産の時価価額 と,控 除形式
によるその算定された磨滅額(減 価償却累計額)と が示 され,ま た,ま だ減価償却を開始 して
いないプラン ト設備 と未完成基本投資の時価価額が示される。他方,貸 借対照表貸方の資本の
部には,生 産用固定資産 と非生産用固定資産の再評価益が示される。
ところで,ロ シア連邦財務省 は,第3回 再評価 の実施 日直前の94年12月28日 に,95年1月
1日 か ら採用 される 「91年勘定計画」 を再度修正 した新 しい勘定計画 を発表 した 〔9〕頭 ・〔26〕。
この新 しい勘定計画による と,無 形固定資産に相当する無形資産のための従前の 「無形資産の
磨滅」(H3HocHeMaTepHa肋HblxaKTHBoB)勘定(番 号05)の 名称 を,amortizationに 対応
するロシア語であるaMopTli3auHHを 当て「無形資産の償却」(aMopTH3a四 月HeMaTepHa恥Hblx
aKTHBOB)勘 定 に変更 している一方で,有 形固定資産 に相当する固定資産の減価償却累計額
を指す 「固定資産の磨滅」勘定(番 号02)の 名称 はこれまでと同じく 「磨滅」(H3Hoc)と し
て残 している。また,こ れまでの区分田 「基金とリザーブ」(ΦOH伽HIpe3ePBbl)の 名称を区
分V皿 「資本 とリザーブ」(KanHTa訓Npe3epBbl)に 改称 し,こ の区分の中に,従 前には酉己置
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され てい たr特 別 目的基金 」勘定(旧 番 号88)を 廃止 して,「 定 款資本J勘 定(番 号85),「 リ
ザー ブ資 本」(pe3epBHbl曲KamTa刀)勘定(番 号86),「 追 加資本」 勘定(番 号87),「 未分 配
利益(未 補填損 失)」(Hepacnp顕e刀eHH朋HpH6b田hHeHoKpblTb由y6blToK)勘定(番 号88),
「当面の支 出 と支払 の リザーブ」(pe3epBbIHpe4cTo町lxpacx頒oBIIH刀aTe>Ke曲)勘定(番
号89)を 配置 して いる。 そ して,「 定 款資 本 」勘 定 の補助 勘 定 として これ まで扱 われ てい た
「追 加資 本」勘 定 を総合勘 定 に格上 げ した上 で,こ の 「追 加資本」 勘定 に対 して,再 評価 積立金
に相 当す る「再 評価 に よる資 産価額 の増 加」(npHpocTcToHMocTHHM聾ecTBanonepeoue-
HKe)補 助勘 定,株 式 払込 剰余金 に相 当す る ような 「証券発行 所得」(gMHccHoHHb血 双oxo皿)
補助 勘定,贈 与剰 余金 に ほぼ相 当す る 「無償 で取得 した財 貨」(6e3Bo3Me3丑HonoπyqeHHble
ueHHOCTH)補 助勘 定 を配置 している。
こ う した勘定計 画の修 正 か ら,95年1月1日 か らは,固 定資 産再評 価益 は,「 追加 資本 」勘
定 の 「再評価 に よる資 産価 額 の増 加」補助 勘定 に表示 される こ とに なる。 な お,新 しい勘 定計
画 とと もに提 示 された,勘 定計画 の適用 に関 す る ロシア連 邦財 務省令 によ る と,「 追 加 資本」
勘定 に計 上 された資金 は,「 定款 資本」勘 定 に組 み入れる こ とがで きる としている 〔10〕56瓦〔2η・[29〕。
よって,第2次 大 戦直後 の 日本 におい て実施 された場合 と同様 に,い まロシ アで は,固 定資 産
再評価益 を利益 とせず資本 の修正 として処理 し,後 にそ の資 金 を資本 金 に組 み入 れて,企 業 の
資 本蓄積 に役 立 て ようと してい る。
こ うして,新 生 ロ シアで は,政 治経 済 の混乱 と低迷,ハ イパ ー イ ンフ レー シ ョンの もとで,
人 び との間に貧富 の差 が急速 に拡大 しつつ ある一方 で,企 業 会計 自体 が時価 主義 会計 と もいえ
る ような,ほ ぼ1年 間隔で 固定資 産の再評価 が実施 され ているが,そ れ をテ コと して企 業 の資
本 蓄積 が行 われて いるので ある。
(付 記)脱 稿 後 に,ロ シ ア 連 邦 国 家 統 計 委 員 会 に よ っ て 集 約 され た95年i月1日 時 点 の 固 定 資 産
再 評 価 結 果 の デ ー タ が 公 表 さ れ,こ の デ ー タ に 基 づ い て 第3回 の 固 定 資 産 再 評 価 を 論 評 し た 論 文
(H.`Bo6poBa,N.rop皿cpHoB,A.L1}lreJIbHHK,KpaTKHeHTorHnepeoueHKIlocHoBHblxΦoH一
双oBPoccH藍cKo前 Φe双epauMHalHHBapH1995ro且a,《BonpocblcTaTHcTHKH》,No.6,
1995)と 再 評 価 結 果 を 報 じた 記 事(OnepeoueHKeocHoBHblxΦoH八oB,《∂KoHo皿IqecKaHra3eTa:
3KoHoMHKaH>皿3Hb》,No.25㎜b1995)を入 手 し た 。
後 者 の 記 事 で は,表8を 掲 げ,95年1月1日 時 点 の 再 評 価 に よ り ロ シ ア 連 邦 に お け る 固 定 資 産 の
総 価 額 は4.3倍 に な っ た こ と(92年7月1日 の 第1回 再 評 価 で は18.7倍,94年1月1日の 第2回
再 評 価 で は20.1倍 で あ っ た),ま た,固 定 資 産 の 総 体 に お い て,国 家 的 所 有 の 固 定 資 産 部 分 は92
年7月1日 時 点 の86%か ら94年1月1日 時 点 の57%へ,そ して95年1月1日 時 点 の49.2%へ と




取 得 価 額
(兆,ル ー ブ ル)









商 品 を生 産 す る部 門76228503.740.4




市場 サー ビス,非 市場サー ビス を提供す る部 門41922435.427.3
そ の う ち:
運 輸,1926363.339.3
商 業 と公 衆 食 堂20653.331.9
住 宅 経 営1膨73158.011.7
公 共 経 営341704.936.6
保 健23893.931.4
教 育36176・4.829.0
文 化 と芸 術 ・8303.836.6
科 学19683.638.2
全 部 門 の 固 定 フ ォ ン ドの総 体 の う ちの住 宅8莞 ∈926114.917.8
※取 得価 額 の デ ー タにお いて,住 宅 と 「住 宅 経 営 」 部 門 の そ の他 の フ ォ ン ドの 価 額 は 混 合 的 評 価 で 示 され て い
る。 つ ま り,後 者 は1992年7月1日 と1994年1月1日 の 時 点 で再 評 価 され たが,住 宅 の価 額 は再評 価 され ず,
た だ現 在 の価 額 で の新 しい 建 物 の 導 入 で増 加 した 。1995年1月1日 の 時 点で の 再 評 価 の 結 果,住 宅 とそ の他
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